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滋賀県過疎地域持続的発展計画の改定について 

１ 改定の趣旨 

○ 令和２年国勢調査の結果に基づき、過疎地域をその区域とする市町村および

過疎地域とみなされる区域が、令和４年４月１日付け令和４年総務省・農林水

産省・国土交通省告示第３号および第４号により告示され、新たに東近江市の

旧永源寺町および旧愛東町ならびに甲良町が過疎法に基づく過疎地域とされ

たところ。 

〇 本県では、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき令和３

年８月に滋賀県過疎地域持続的発展方針（以下「方針」という。）を、令和３年

12 月に滋賀県過疎地域持続的発展計画（以下「計画」という。）を策定し取組

を進めてきたところであるが、今回の過疎地域の追加により方針・計画を新た

に過疎地域とされた区域を含めた内容に改定する必要があり、方針については、

令和４年６月に改定した。 

○ 改定後の方針に基づき、計画についても新たに過疎地域とされた区域の追加

等を行うもの。 

 （方針・計画期間：令和３年度～令和７年度 ＊５年間（改定前と同様）） 

 
２ 過疎法に基づく本県の過疎地域 

 ＜一部過疎＞ 

  長浜市（旧虎姫町、旧木之本町、旧余呉町、旧西浅井町） 

  高島市（旧朽木村） 

  東近江市（旧永源寺町※、旧愛東町※） 

 ＜全部過疎＞ 

  甲良町※ 

  ※令和４年４月１日から新たに過疎地域の要件を満たした地域 

 

３ 計画の改定内容 

＜計画の内容＞ 

・過疎地域の持続的発展のために実施すべき施策、目標、評価に関する事項 

 ＜主な改定内容＞ 

・東近江市の旧永源寺町および旧愛東町ならびに甲良町の区域の追加 

・新たに追加する市町の意向を踏まえた取組の追加 
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４ 今後の予定 

２月下旬を目途に改定予定 

※市町計画 

令和４年1 2月 甲良町  町計画 議決 

   令和５年３月 東近江市 市計画 議決予定 

 

 

（参考）過疎法における方針・計画の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

【これまでの過疎対策の経緯】 

 

 

 

 

 

 

   
都 道 府 県 国 

過疎地域持続的 

発展方針（第７条） 
主務大臣 

過疎地域持続的発展 

市町村計画（第８条） 

過疎地域持続的 

発展都道府県計画 

（第９条） 

市 町 村 

協議 

同意 

主務大臣 

協議 
提出 提出 

提出 

   過疎地域自立促進特別措置法 

  
最新国調の 最新国調の 12 国調のみ 

過疎地域対策 
緊急措置法 特別措置法 

過疎地域振興 過疎地域活性化 

特別措置法 

延長 
(H22 改正) 

 

(H24 改正) 

延長 

最新国調の 

反映規定あり 反映規定あり 反映規定あり 反映規定あり 

S45.4 S55.4 H2.4 H12.4 
S55.3 H2.3 H12.3 H22.4 H28.4 R3.4 

過疎地域の持続的発展の
支援に関する特別措置法 



２　移住および定住ならびに地域間交流の促進に関する事項 　（５）観光の開発 ８　医療の確保に関する事項

４　情報化に関する事項

３　農林水産業、商工業、情報通信産業その他の産業振興および観光の開発に関する事項
　（１）農業の振興 ９　教育の振興に関する事項

○

５　過疎地域とその他の地域および過疎地域内を連絡する交通施設の整備および住民の ○
日常的な移動のための交通手段の確保に関する事項

○ 10　集落の整備に関する事項
　（２）林業の振興

○

○
○

６　生活環境の整備に関する事項
11　地域文化の振興等に関する事項

　（３）水産業の振興

12　再生可能エネルギーの利用の推進に関する事項

○
○

７　子育て環境の確保ならびに高齢者等の保健および福祉の向上ならびに増進に関する事項

　（４）商工業、情報通信産業等の振興

13　その他地域の持続的発展に関し必要な事項

主　な　内　容

・産業廃棄物不法投棄防止対策事業
・産業廃棄物減量化支援事業　等

・県税の課税免除設備投資に対する課税免除○

・自治振興交付金（自主防災組織育成事業）
・自治振興交付金（「なくそう犯罪」滋賀安全なまち
づくり活動支援事業）　等

・へき地児童生徒援助費等補助金

○
廃棄物の発生抑制や資源化、不法投棄防止対
策の推進

○
地域の未利用資源を活用した再生可能エネル
ギーの導入促進

・再生可能エネルギーを活用した丹生水源地域整
備事業【再掲】
・木質バイオマス利用促進施設整備事業【再掲】等

○
住宅や事業所、農業水利施設等への再生可能
エネルギー設備等の導入支援

・スマート・エコハウス普及促進事業
・省エネ・再エネ等推進加速化事業
・再生可能エネルギーを活用した丹生水源地域整
備事業

交流や情報交換の場の創出

先進的取組事例等の収集・提供、それぞれの区
域に相応しい地域づくり

事　項

保育園等の保育環境整備、放課後児童クラブの充実○

○

○

保健・医療・福祉の連携による地域包括ケアシ
ステムの構築

子育て支援のための地域ネットワークの構築

・自治振興交付金提案事業○
地域特性や課題に応じた創意と工夫のある施策
展開や相互連携を促す事業の実施

事　項 主　な　内　容

事　項 主　な　内　容

主　な　内　容

地域文化の保存・継承、県内外への発信
・美の資源活用推進事業
・指定文化財保存修理等補助金

○

・生活支援基盤整備推進事業
・市町在宅医療・介護連携推進事業

・地域子育て支援事業

・放課後児童クラブ施設整備事業
・子育て支援環境緊急整備事業　等

・「山を活かす、山を守る、山に暮らす」都市交流モ
デル事業

・未来へつなぐ木の良さ体感事業

事　項 主　な　内　容

・学校施設環境改善交付金
・「地域の力を学校へ」推進事業
・学校・家庭・地域の連携協力推進事業　等

事　項 主　な　内　容

事　項 主　な　内　容

道路網の整備、道路未改良部分や狭隘で危険
な箇所等の整備

・へき地医療支援機構委託

・へき地医療拠点病院運営費補助金○

・林道整備事業（横山岳線）
・県道整備事業【中河内木之本線（中河内・菅並）】
・県道整備事業【杉本余呉線（杉本・上丹生）】
・県道整備事業【麻生古屋梅ノ木線（朽木）】　等

地域間の情報通信格差の是正
日常生活における情報化・デジタル化の推進

○
○

スクールバス運行など安定した通学環境の確保○

・未来を拓く地域づくり推進事業
・自治振興交付金（個性輝く自治活動支援事業）

事　項 主　な　内　容

教育環境の整備、地域の特色を活かした教育
等が展開できる学校づくり

・新規就農者確保事業
・みらいの就農促進・定着支援事業　等

道路等の融雪施設等の整備、老朽化した施設
の更新

主　な　内　容

主　な　内　容

主　な　内　容

へき地医療拠点病院を核とした各診療所等と連
携した巡回診療の実施

○

・鉄軌道関連施設整備費補助金

農業水利施設の効率的・効果的な保全更新、
農道等の基盤施設の整備

・下水道広域化推進総合事業
・汚水処理施設整備接続等交付金　等

・コミュニティバス運行対策費補助金
・交通不便地デマンド交通運行対策費補助金　等

○鉄軌道関連施設のバリアフリー化等の整備促進

○

事　項 主　な　内　容

事　項 主　な　内　容

・県域無料Wi-Fi整備促進事業
・滋賀県DX官民協創サロン
・しがのスマート農業技術実装支援強化事業【再掲】

・近未来技術等社会実装推進事業【再掲】　等

汚水処理施設のコスト削減、適正かつ合理的な
維持管理

受入体制の整備、施設の更新整備と活用

エコツーリズムなどの着地型観光の開発 ・山を活かす巨樹・巨木の森保全事業

○

○自主防災組織などへの支援、消防設備の充実

○
高齢者の生きがい対策等の推進、在宅サービス
の充実

・老人クラブ活動費補助金
・自治振興交付金（高齢者住宅小規模改造助成事
業）

○

事　項

地域に開かれた学校づくりの推進

常勤医師の確保

事　項 主　な　内　容

バス路線など地域の実情に応じた交通手段の
確保

・自治振興交付金（国際観光サイン整備事業）

へき地医療拠点病院に指定されている市立病
院や診療所の老朽化した施設の整備および医
療機器の更新

地域間交流の推進

稚魚放流等による水産資源の増殖

営農体制の構築、獣害対策の実施、農産物の
生産振興・スマート農業による省力化

担い手や雇用の場の確保等

事　項

事　項

事　項

自然とふれあえる機会の創出等による森林の有
効利用の促進

○

林道等の生産基盤の適切な維持管理、作業道
の整備

効率的な木材生産体制づくりの強化

事　項 主　な　内　容

・河川漁業振興対策事業
・多様で豊かな湖づくり推進事業

・外来魚駆除促進対策事業
・カワウ漁業被害防止対策事業

森林資源の利用拡大

・造林事業
・林木育種事業

・林産物生産流通振興対策事業
・木質バイオマス利用促進施設整備事業　等

○

○

○

・林道事業

○

○

・産地競争力の強化対策事業
・しがのスマート農業技術実装支援強化事業　等

・世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策事業
・農業農村整備事業

○

○

・「やま・さと・まち」移住・交流推進事業
・農山村の新生活様式サポート事業　等

・関係人口創出事業
・過疎地域等政策支援員事業

○

○

○

○

過疎地域が有する魅力の発信、地域における
受入体制の整備 ・国民健康保険特別調整交付金（へき地診療所運

営費交付分）

○
公共交通確保、生活必需品購入等の支援、除
雪など、生活不安を解消するための事業の実施

・自治振興交付金（山村辺地等活性化事業）
・自治振興交付金（地域救急対応力向上促進事
業）　等

AI・IoT機器等の導入補助、デジタルツールの普
及促進

・近未来技術等社会実装推進事業○

特産品開発戦略の構築、活動グループへの支
援による特産品開発

・発酵産業成長促進化プロジェクト事業

・中小企業振興資金貸付金
・原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業

○

○

○

○

地域内での経済循環につながるビジネスの創出
支援や起業者への支援

地域イベントへの支援等による集客や地域振興
の取組の推進

・にぎわいのまちづくり総合支援事業
・自治振興交付金（商店街基盤施設等整備事業）

・多面的機能発揮対策事業
・川の魅力まるごと体感事業　等

事　項 主　な　内　容

外来魚およびカワウ対策の実施

生態系の維持・保全
観光遊漁による地域の活性化

関係人口の創出○

滋賀県過疎地域持続的発展計画 改定案 概要

○ 県過疎地域持続的発展計画は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第７条の規定により策定した県過疎地域持続的発展方針(令和３年８月策定)に基づき、本県の過疎地域を有する市町に協力して、県が講じよう

とする措置について、同法第９条の規定により定めるもの。

○ 取組の推進にあたっての考え方

・ 本県の過疎地域の厳しい実情を踏まえるとともに、豊かな自然など過疎地域の資源を最大限活かし、過疎地域を有する長浜市、高島市、東近江市および甲良町のまちづくりの考え方に沿って、当該市町の取組を支援し、過疎地域

の持続的発展を図る。

・ 当該市町との連携をさらに強化するとともに、地域住民やＮＰＯ、民間企業など多様な主体と協働し、諸施策を実施する。

・ 県道や林道等のハード事業に加えて、移住交流や定住促進、交通手段や医療の確保、地域におけるデジタル化の推進への支援など、地域の実情に合ったソフト対策も併せて講じ、過疎地域の持続的発展に向け取組を推進する。

○ 計画期間・・・５年間（令和３年度から令和７年度まで）

○ 過疎地域の持続的発展に関する目標・・・過疎地域を有する長浜市、高島市、東近江市および甲良町が市町の過疎地域持続的発展計画で定めている人口に関する目標を達成する。

【長浜市】 令和７年度 110,394人以上 【高島市】 令和７年度 45,700人以上 【東近江市】 令和７年度 110,326人以上 【甲良町】 令和８年度 6,200人以上

○ 計画の達成状況の評価・・・毎年度、計画記載事業等について実績を調査し、市町計画の達成状況に関する評価結果とあわせて確認することにより、過疎地域の現状を正確に把握します。

その上で、各施策が持続可能な地域社会の形成や地域活力の向上等にいかに貢献できているかについて評価します。

＜参考＞

・滋賀県過疎地域持続的発展方針

（令和３年８月策定、令和４年６月改定）

・長浜市過疎地域持続的発展計画

（令和３年12月策定）

・高島市過疎地域持続的発展計画

（令和３年９月策定）

・東近江市過疎地域持続的発展計画

（令和５年３月策定予定）

・甲良町過疎地域持続的発展計画

（令和４年12月策定）

○ 計画の実施にあたっては、社会経済情勢の変化を踏まえ、全県的な見地から、過疎地域の市町の区域を超える広域的な施策を講じるとともに、関係市町間の連絡調整ならびに市町が過疎地域の持続的発展

のために取り組む事業に対する人的および技術的援助その他必要な援助を行うよう努めます。

２～13 各分野別の取組

１ 基本的な事項

14 過疎地域の市町の区域を超える広域的な施策、過疎地域市町相互間の連絡調整、人的および技術的援助その他必要な援助

※計画改定で新たに追加・修正した内容は赤字下線で記載
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